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貨店やスーパーなど）、食品などの企業を担当。官庁
では大蔵省（現財務省）、通産省（現経済産業省）、
農林水産省、厚生省（現厚生労働省）、自治省（現総
務省）の記者クラブに詰めて、官僚や族議員などを
取材した。
　大蔵省の官僚に「手ごわい官庁はどこか」と聞く
と、自治省を挙げる人が圧倒的に多かった。自治省
の官僚は若いころ、都道府県に出向して財政課長に、
また本省に戻り、何年か経つと都道府県の総務部長
に、その後再び本省に戻り、最後に都道府県の副知
事に就くというケースが多い。いずれのポストも本
会議や予算委員会などで答弁する機会が多く、また、
組合との団体交渉などで鍛えられる。そうした経験
を積んでいるため、大蔵官僚が予算折衝するときは、
自治省が最も手ごわい相手になるのだ。
　私は５省を担当したが、それぞれ特色がある。記
者にとって、最も取材がしにくかったのは「官庁の
中の官庁」と言われる大蔵省だった。質問する件に
ついて事前に知識を得たうえで質問しないと、「もっ
と勉強してから質問して下さい」と突き返されるこ

　通信社で約40年間記者生活
を送り、多くの人を取材した。
経済部などに所属して、中央
官庁のほか自動車や流通（百

ともあった。記者にとっては「怖い官庁」だった。
一方、自動車産業などを所管する通産省はその逆で、
若い記者には取材しやすかった。同省の予算は他の
省庁に比べて少ないため、「新年度はこうした新しい
事業を行う」などと、足しげく通う記者にリークして、
アピールする傾向が強かったからだ。
　農水省と厚生省は所管する事業は違うが、体質が
似ている。農水省には農業政策に影響力を持つ族議
員の「農林族」や農協の総合的指導機関の「全国農
業協同組合中央会」、消費者団体が、厚生省には社会
福祉・社会保障政策などに対し影響力のある族議員
の「厚生族」、日本医師会、患者団体がそれぞれ行政
を行う際に関係する。両省とも３者が何らかの形で
絡むため、発表前に記事になると３者のうちいずれ
かから文句を言われかねない。発表するまでは記者
に言わない方が得策であり、取材しにくい対象だっ
た。発表前に官僚が族議員に説明することが多いこ
とから、足しげく議員の元に通い、内容を聞いて発
表前に記事を配信したこともあった。
　このように、官庁によってそれぞれ取材の方法を
変えて記事を仕上げるという手法を取った。これも
５省を担当できたことによる貴重な経験だったが、
いまもこうした官庁の風土・文化は変わっていない。
官僚と記者との攻防戦は現在も続けられている。
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